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A. 調査要領

特別アンケート 企業行動に関する意識調査結果 ２０２１年６月（大企業）

Ⅰ．調査時期：2021年6月22日（火）を期日として実施。

Ⅱ．調査対象：2020・2021・2022年度 設備投資計画調査の対象企業
(原則資本金10億円以上の大企業）

対 象
回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

大企業（資本金10億円以上） 3,022社
1,165社

（38.6％）
506社 659社

※回答社数は１問でも有効回答があった企業。
各設問毎の回答社数は上記を下回るものが多い。

Ⅲ．調査項目

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（１）事業全般への影響

（２）テレワークの実施状況

（３）サプライチェーンの見直し

（４）設備投資への影響

（５）訪日外国人減少の影響

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）「広義の投資」全般

（２）海外設備投資、事業活動状況

（３）研究開発の取り組み

（４）人的投資、人手不足の状況

（５）ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

（６）Ｍ＆Ａへの取り組み

３．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み

４．成長市場開拓の取り組み
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図表1-(1)-1 事業への悪影響が大きい主なリスク

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－１ 事業全般への影響

Ｂ. 調査結果

（有効回答社数比、％）

（注）影響度順に３つまでの複数回答
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図表1-(1)-2 新型コロナウイルス感染拡大による事業へのマイナスの影響

（特に影響が大きいもの）

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①製品やサービスの国内需要減

②製品やサービスの海外需要減

③資金繰りの悪化

④雇用維持に向けた負担増

⑤サプライチェーン寸断による
納期の遅れ、調達難

⑥金融環境の悪化による資金調達への影響

⑦国内外の移動制限による事業制約

⑧感染防止対策による労働力の制約

⑨感染防止対策によるコスト増

⑩その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－２ 事業全般への影響
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４．雇用維持に向けた負担増

５．サプライチェーン寸断による納期の遅れ、調達難

６．金融環境の悪化による資金調達への影響

７．国内外の移動制限による事業制約

８．感染防止対策による労働力の制約

９．感染防止対策によるコスト増

10．その他

全産業【1152社】

製造業【502社】

非製造業【650社】
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（構成比、％）

図表1-(1)-3 売上高の新型コロナウイルス感染拡大前の水準等への回復時期の見込み

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－３ 事業全般への影響
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（構成比、％）

図表1-(1)-4-1 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした製品やサービスの中長期的な需要見通し

（構成比、％）

図表1-(1)-4-2 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした事業の見直しの必要性

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－４ 事業全般への影響
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図表1-(1)-5 新型コロナウイルス感染拡大によって事業の見直しが必要となる場合に

想定される取り組み

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

サプライチェーン（供給網）は、製品、サービスが供給されるまでの調達、製造、
在庫管理、物流、販売等の一連の流れを指す

①新たな製品やサービスの提供

②事業の整理、縮小

③リスク分散のための事業の多角化

④サプライチェーン（供給網）の再構築

⑤サービスのＡＩ・デジタル化
（非接触型等）

⑥その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－５ 事業全般への影響
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５．サービスのＡＩ・デジタル化（非接触型等）

６．その他
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図表1-(2)-1-1 テレワークを実施した従業員の割合（昨年以降 も高かった時期）

（構成比、％）

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（２）－１ テレワークの実施状況

図表1-(2)-1-2 テレワークの環境整備に向けた設備投資の状況

（構成比、％）
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図表1-(2)-2 テレワーク導入、拡大を受けたオフィスや営業所等の床面積

（構成比、％）

①サテライトオフィスのみ増加

②既存オフィスの減少がサテライトオフィス
の増加を上回る

③既存オフィスの減少がサテライトオフィス
の増加を下回る

④既存オフィスとサテライトオフィスの両方
が増加

⑤既存オフィスのみ増加

⑥既存オフィスのみ減少

⑦変わらない

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（２）－２ テレワークの実施状況
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図表1-(3)-1 サプライチェーンの見直し（検討を含む）の内容

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①海外拠点の国内移転（国内回帰）

②海外拠点の一層の分散、多様化

③海外の仕入調達先の国内への切り替え

④海外の仕入調達先の一層の分散、多様化

⑤研究開発やマーケティング等の
機能の分散、多様化

⑥製品や部品の標準化・規格化

⑦他企業等との共助体制の強化

⑧その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（３）－１ サプライチェーンの見直し
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２．海外拠点の一層の分散、多様化

３．海外の仕入調達先の国内への切り替え

４．海外の仕入調達先の一層の分散、多様化

５．研究開発やマーケティング等の機能の分散、多様化

６．製品や部品の標準化・規格化

７．他企業等との共助体制の強化

８．その他
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図表1-(3)-2 グローバルサプライチェーン見直しの契機

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①新型コロナウイルスの感染拡大

②米中対立の激化

③半導体の供給不足

④災害

⑤地政学リスク

⑥人権問題

⑦制度変更

⑧人件費の高騰

⑨他企業の移転や要請

⑩自社固有の事情など、その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（３）－２ サプライチェーンの見直し
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図表1-(4)-1 2020年度国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①米中対立による状況悪化

②新型コロナウイルス感染拡大
による状況悪化

③投資内容の精査、無駄の見直し

④もともと確度の低かった投資の剥落

⑤工期の遅れ

⑥工事費高騰に伴う見直し

⑦実績は当初計画を下回らず

⑧その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（４）－１ 設備投資への影響
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図表1-(4)-2 新型コロナウイルス感染拡大を背景に実施を見送った昨年度の国内設備投資案件

について、今年度の設備投資計画に含まれているか

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（４）－２ 設備投資への影響

（構成比、％）
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図表1-(5)-1 訪日外国人と事業との関係

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（５）－1 訪日外国人減少の影響

（構成比、％）
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図表1-(5)-2 訪日外国人の減少を受けた対策

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①設備投資の中止や先送り

②解雇、休業、在籍型出向などの雇用調整

③経費削減

④事業の整理、縮小

⑤既存事業の提供方法、対象顧客の見直し

⑥新事業、代替事業の展開

⑦特にない

⑧その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（５）－２ 訪日外国人減少の影響
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図表2-(1)-1 「広義の投資」の優先度

（有効回答社数比、％）

（注）優先順に３つまでの複数回答

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－１ 「広義の投資」全般
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維持・補修投資
の増額が必要

老朽拠点の
整理・縮小が必要

その他

維持・補修投資が
行き届き、生産・
供給能力も充足

能力増強投資
が必要

（構成比、％）

図表2-(1)-2 国内生産・営業拠点の設備の現況についての認識

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－２ 「広義の投資」全般
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－１ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-1-1 国内および海外の生産能力の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-1-2 国内および海外の生産能力の見通し（向こう10年程度）

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
未回答の企業もあるため、向こう３年程度と向こう10年程度では回答社数が異なる。

国 内

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－２ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-2-1 国内および海外の研究開発活動の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-2-2 国内および海外の研究開発活動の見通し（向こう10年程度）

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
未回答の企業もあるため、向こう３年程度と向こう10年程度では回答社数が異なる。

国 内

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小
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全産業【878社】

製造業【480社】

非製造業【398社】

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）研究開発の取り組み

図表2-(3)-1 研究開発費の対売上高比の傾向

（構成比、％）

大幅に上昇 やや上昇 あまり変わらない やや低下 大幅に低下

図表2-(3)-2 研究開発活動における課題

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①全社的な研究開発活動のマネジメント

②研究成果の製品化、事業化の遅れ

③市場ニーズの把握不足

④外部リソースとの連携

⑤対面コミュニケーションの不足

⑥ＩＴ環境を含む設備の不足

⑦研究開発費が不十分

⑧その他
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１．全社的な研究開発活動のマネジメント

２．研究成果の製品化、事業化の遅れ

３．市場ニーズの把握不足

４．外部リソースとの連携

５．対面コミュニケーションの不足

６．ＩＴ環境を含む設備の不足

７．研究開発費が不十分

８．その他

全産業【726社】

製造業【423社】

非製造業【303社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４） 人的投資、人手不足の状況

図表2-(4)-1 人手不足の事業展開への影響

（構成比、％）

事業展開における制約となる 事業展開における制約にはならない

全産業

足元

３年後

製造業

足元

３年後

非製造業

足元

３年後

図表2-(4)-2 設備投資のうち人手不足対応や省力化につながる投資の比率

（構成比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－１ ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

図表2-(5)-1 有形固定資産投資等と比較したソフトウェア投資の傾向

（構成比、％）

8 

10 

7 

77 

76 

77 

14 

12 

15 

2 

2 

1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1087社】

製造業【488社】

非製造業【599社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－２ ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

図表2-(5)-2-2 ＡＩ、ＩｏＴ等の技術導入や活用に向けた課題

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

①専門的な人材の不足

②技術に対する社内全体
での理解・認識の欠如

③成果の活用用途が不明確

④コストが高い

⑤その他

図表2-(5)-2-1 ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

（構成比、％）
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３．成果の活用用途が不明確

４．コストが高い

５．その他
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全産業

製造業

非製造業

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６） Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-1 Ｍ＆Ａの実施状況（2020年度）

（回答総数比、％）

図表2-(6)-2 Ｍ＆Ａに対するスタンス

（構成比、％）
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３－１．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み

図表3-1-2 取り組みを進める背景

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

①国内の政策動向

②海外の政策動向

③機関投資家からの要請

④取引先からの要請

⑤事業機会の拡大

⑥その他

図表3-1-1 中長期ビジョンの策定、検討状況

（構成比、％）

16 

19 

13 

46 

55 

40 

38 

26 

47 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1102社】

製造業【485社】

非製造業【617社】

策定、公表済み 策定中または策定に向け準備中 策定する予定はない

82 

19 

17 

16 

22 

5 

79 

28 

20 

20 

19 

3 

84 

11 

15 

12 

26 

5 

0 20 40 60 80 100
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５．事業機会の拡大

６．その他
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製造業【435社】

非製造業【473社】
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図表3-2 事業への影響

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①事業拡大の契機となる

②ビジネスモデルの転換が必要となる

③サプライチェーン全体での対応と調整が
必要になる

④長期的な脱炭素化に向けた移行戦略の
策定・開示が必要になる

⑤国境炭素調整措置等により生産・営業拠点
の見直しが必要になる

⑥その他

３－２．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
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４．長期的な脱炭素化に向けた移行戦略の策定・開示が必要になる

５．国境炭素調整措置等により生産・営業拠点の見直しが必要になる

６．その他

全産業【952社】

製造業【459社】

非製造業【493社】
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３－３．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み

図表3-3-2 課題

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

①技術的な問題

②開発コストの問題

③販売先の制約（需要量、価格）

④調達先の制約（供給量、価格）

⑤その他

図表3-3-1 関連の投資の状況

（構成比、％）
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４－１．成長市場開拓の取り組み

図表4-1-1 中期的な市場開拓や新規事業への取り組みについて

（構成比、％）

図表4-1-2 成長市場開拓の取り組み具体事例

今後、取り組む予定 本業優先で、取り組む予定はない取り組んでいる

業種 具体事例

製
造
業

化学 水素関連事業、再生医療、細胞医薬、ライフサイエンス

一般機械 水素・アンモニア関連技術の開発、教育ICT化市場、EV分野

電気機械 自動運転、キャッシュレス決済、高齢者向けヘルステック事業

その他 再生可能エネルギー、セルロースナノファイバー

非
製
造
業

運輸 コールドチェーン、宇宙関連事業、MaaS、eスポーツ

卸売・小売
ファッションサブスクリプションサービス、テイクアウト、
医療インフラ、半導体販売

建設／不動産 データセンター、スマートシティ、ローカル５G

その他 CO₂データ分析サービス、地域型情報銀行、動画アプリリリース
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42 

50 
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全産業【1116社】

製造業【493社】

非製造業【623社】
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４－２．成長市場開拓の取り組み

図表4-2 ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ等の技術を通じたデジタル化の動きが

ビジネスモデルや事業環境に及ぼす影響

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①新製品・サービス提供
による収益機会の多様化

②売上構成の抜本的な変化
（本業の転換）

③コスト構造の抜本的な変化

④異業種からの参入
による競争激化

⑤連携相手の多様化

⑥その他

⑦大きな影響や変化はない
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１．新製品・サービス提供による収益機会の多様化

２．売上構成の抜本的な変化（本業の転換）

３．コスト構造の抜本的な変化

４．異業種からの参入による競争激化

５．連携相手の多様化

６．その他

７．大きな影響や変化はない

全産業【1097社】

製造業【486社】

非製造業【611社】
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４－３．成長市場開拓の取り組み

図表4-3-1 デジタル化の影響や変化に対する対応の必要性

（構成比、％）

図表4-3-2 デジタル化の影響や変化に対する対応の具体事例

業種 具体事例

製
造
業

化学 AI創薬、営業活動のオンライン化、治療アプリ

一般機械 生産自動化、工作機械のIoT対応、空調IoTによる省人化対応

電気機械／精密機械 自動運転、スマートファクトリー、ＡＩ診断サポート

その他 DX担当部署新設、CASE対応、ペーパーレス化、AIによる販売予測

非
製
造
業

運輸 ＭａａＳ、自動運転、駅作業のDX

卸売・小売 EC強化、決算手段多様化、オンライン服薬指導

建設／不動産 ５Ｇ基地局対応、ビルの自動制御、スマートシティ、施工の自動化

その他
スマート農業、スマートメーターを活用した遠隔検計サービス、
リアル店舗の縮小
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全産業【762社】

製造業【338社】
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対応の必要性を感じており、事業化を実施 対応の必要性を感じており、取り組みを検討

対応の必要性を感じるが、現時点で取り組む予定なし 対応の必要性はない

29



株式会社日本政策投資銀行  産業調査部 
〒100-8178 

東京都千代田区大手町１丁目９番６号 

 大手町フィナンシャルシティ サウスタワー 

Tel   03(3244)1845 

E-mail capex@dbj.jp

H P  https://www.dbj.jp/

©Development Bank of Japan Inc.2021 

本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、取引等を勧誘するものではありま 

せん。本資料は当行が信頼に足ると判断した情報に基づいて作成されていますが、当行はその 

正確性・確実性を保証するものではありません。本資料のご利用に際しましては、ご自身のご 

判断でなされますようお願い致します。本資料は著作物であり、著作権法に基づき保護されて 

います。本資料の全文または一部を転載・複製する際は、著作権者の許諾が必要ですので、当 

行までご連絡下さい。著作権法の定めに従い引用・転載・複製する際には、必ず、『出所：日本 

政策投資銀行』と明記して下さい。




	表紙
	A.調査要領
	B.調査結果
	1.新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
	2.企業の「広義の投資」に対する取り組み
	3.カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
	4.成長市場開拓の取り組み




